第１号様式（第４条関係）

	新製品等の生産又は提供による新事業分野開拓者認定申請書
　　　　年　　月　　日　

　相模原市長　　　　あて
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
※氏名を本人が自署する場合には、押印は不要です。
相模原市トライアル発注認定制度実施要綱第４条に基づき、別紙計画について認定を受けたいので、申請します。

	１新製品等の名称
	

	２　申請区分
	（１）新製品（物品）　　（２）新役務（サービス）
※該当するいずれかの項目を〇で囲んでください。

	３　添付書類
	（１）申請日から起算して３月以内に発行された、登記事項証明書(個人にあっては、住民票記載事項証明書及び個人事業の開業・廃業等届出書の写し)
（２）直近の市民税の領収書又は納税証明書（１期目の申告納期限が未到来の場合は、設立・開設に係る届出書の写し）
（３）直近２営業期間の貸借対照表及び損益計算書(個人にあっては、確定申告書の写し。これらの書類がない場合にあっては直近１年間の事業内容等を記載した書類）
（４）暴力団員等に該当しないことの誓約書（第３号様式）及び役員等氏名一覧表（第４号様式）
（５）その他新製品等の詳細がわかる資料

	４　特記事項
	１　私は、本件申請に関し、上記添付書類のほか、必要に応じて資料を提供します。

２　私は、本件申請に関し、市税に関する課税及び納税状況について、必要に応じて相模原市長が調査することを承諾します。


第２号様式（第４条関係）
新たな事業分野の開拓の実施に関する計画

１．認定を受けようとする者の概要

	フリガナ
	

	名称
	

	フリガナ
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年月日
	　　　　　　年　　　　　月　　　　日

	資本金
	千円

	従業員数
	　常用　　　　　　　　　　　　名

　臨時　　　　　　　　　　　　名

	業種
	

	会社等の事業内容
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	ＵＲＬ
	http://

	E-Mail
	

	担当者
	部署名
	

	
	役職・氏名
	


２．新製品等の内容

（１）概要

	名称
	

	新製品等の概要
	

	販売・提供開始時期
	　　　　　　年　　　　　月　　　　日

	販売・提供価格
	

	知的財産権の

取得、出願等
	

	過去３年間の新製品等の売上状況
	決算期
	　年　　月期


	　年　　月期


	　年　　月期

（直近）

	
	売上数量
	
	
	

	
	売上高
	
	
	

	国・地方自治体等での受注実績
	□　無

□　有（発注先：　　　　、時期：　　　　年　　月）

	関係協力機関
	

	公的支援の

利用状況
	


（２）新製品等の新規性・独自性・他製品等と比較した優位性
	新規性
	

	独自性
	

	優位性
	


（３）新製品等の市場性

	想定される顧客
	

	想定される市場規模
	

	新製品等の普及の
見込み
	

	相模原市の機関において想定される使用方法
	


（４）新製品等の生産・提供方法

	生産・提供の目標等
	決算期
	年　月期
	年　月期
	年　月期

	
	生産数量※1
	
	
	

	
	販売・提供数量
	
	
	

	
	売上高
	千円
	千円
	千円

	生産・提供の形態
	該当する項目に■を付けてください。

※新製品（物品）の場合
□自社生産　　□共同生産　　□委託生産
※新役務（サービス）の提供の場合
□自社提供　　□一部委託提供
委託先：
委託内容：

	販売・提供方法
	


※1　役務の提供の場合、生産数量の欄は原則として記入不要です。
（５）今後、新製品等の生産又は提供に必要な資金の額及びその調達方法

	
	年　　月期
	年　　月期
	年　　月期

	資金需要
	運転資金の増
	
	
	

	
	設備投資
	
	
	

	
	広告宣伝費等
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	調達方法
	自己資金
	
	
	

	
	借入金・投資
	
	
	

	
	補助金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合計
	
	
	


第３号様式（第４条関係）
暴力団員等に該当しないことの誓約書

　　　　年　　月　　日　
　相模原市長　あて
住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　名 称 及 び

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　

※氏名を本人が自署する場合は、押印不要です。

相模原市トライアル発注認定制度の申請に当たり、次のとおり誓約し、別添のとおり役員等氏名一覧表(第４号様式)を添えて提出します。
１　相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号。以下「条例」という。)第２条第４号に規定する暴力団員等、条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものではありません。
２　上記に違反したときには、市長が行う相模原市トライアル発注認定制度の不認定又は認定の取消しについて異議を述べません。
第４号様式(第４条関係)
役 員 等 氏 名 一 覧 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年 　  月 　  日現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役職名
	氏  名
	氏名のカナ
	生年月日
（大正T,昭和S,平成H）
	性別
（男･女）
	住  所

	代表者
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	

	
	
	
	T

S

H       ．    ．
	
	


＊役員等は、法人その他の団体の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。)をいい、必ず登記事項証明書に記載されている役員を全員記載してください。
＊市は、この情報について、申請者が排除対象者であるか否か神奈川県警察本部へ照会すること以外には使用しません。
＜代表者等の同意＞
　相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号)第２条第４号、第５号又は第７条(※)に定める暴力団でないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて異議ありません。
また、記載された全ての者についても同様に、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。
　住　　所
　名　　称
　　　　　　　　　　　　　代表者等　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　※氏名を本人が自署する場合は、押印は不要です。

※参考
相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号)抜粋
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(4)　暴力団員等　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。
(5)　暴力団経営支配法人等　法人その他の団体でその役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人その他の団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)のうちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有するものをいう。
（市の契約事務における暴力団排除）
第７条　市は、工事の発注その他契約に関する事務の執行により暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することのないよう、暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの(法人その他の団体にあっては、その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。)が暴力団員等と密接な関係を有するものをいう。以下同じ。)の市が実施する入札への参加の制限その他の必要な措置を講ずるものとする。
